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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリエステルフィルム（Ａ）上に、少なくとも接着剤層（Ｂ）及び感光性樹脂層（Ｃ）
が順に積層されてなる凸版印刷に用いられる印刷原版であって、
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくと
も１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー（ｂ－
１）、及び少なくとも１種類以上のシリカ粒子（ｂ－２）を含有する、印刷原版。
【請求項２】
　シリカ粒子（ｂ－２）が、疎水処理されている、請求項１に記載の印刷原版。
【請求項３】
　シリカ粒子（ｂ－２）の平均粒子径が、１～１０μｍである、請求項１又は２に記載の
印刷原版。
【請求項４】
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のポリエステル樹脂をさらに含有する、請求
項１～３のいずれか一項に記載の印刷原版
【請求項５】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）が、スチレン－ブタジエンブロック共重合体及び／又
はスチレン－イソプレンブロック共重合体を含む、請求項１～４のいずれか一項に記載の
印刷原版。
【請求項６】
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　ポリエステルフィルム（Ａ）が、接着剤層（Ｂ）を積層する面に少なくとも下引き層（
Ｄ）を有する、請求項１～５のいずれか一項に記載の印刷原版。
【請求項７】
　感光性樹脂層（Ｃ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少な
くとも１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー、
少なくとも１種類以上のエチレン性不飽和化合物、及び少なくとも１種類以上の光重合開
始剤を含有する、請求項１～６のいずれか一項に記載の印刷原版。
【請求項８】
　ポリエステルフィルム（Ａ）上に、接着剤層（Ｂ）が積層された凸版印刷に用いられる
印刷原版用の支持基材であって、
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくと
も１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー（ｂ－
１）、及び少なくとも１種類以上のシリカ粒子（ｂ－２）を含有する、印刷原版用の支持
基材。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、印刷原版に関する。また、本発明は、印刷原版用の支持基材にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　印刷方式には、印刷版に三次元形状を施して印刷する方式である凸版印刷や凹版印刷が
知られている。凸版印刷では印刷版の凸部にインキが付着されることで印刷され、凹版印
刷では印刷版の凹部にインキが付着されることで印刷される。
【０００３】
　凸版印刷に用いられる印刷版では、中でも特に、凸版印刷の一種であるフレキソ印刷に
使用されるフレキソ印刷版では、一般的に、支持体としてのポリエステルフィルムの上に
感光性樹脂層が積層されている。
　感光性樹脂層を用いて感光性樹脂版を製版し、フレキソ印刷版を得る方法は、以下の通
りである。
　まずポリエステルフィルムを通して感光性樹脂層の全面に紫外線露光を行い（バック露
光）、薄い均一な硬化層を設ける。次いで、感光性樹脂層上にネガフィルムを配置し、ネ
ガフィルムを通して感光性樹脂層に画像露光（レリーフ露光）を行い、透明画像担体のパ
ターンに応じて感光性樹脂層を光硬化させる。その後、感光性樹脂層における露光されて
いない部分（すなわち、光硬化されていない部分）を現像用液で洗浄し、所望の画像、す
なわちレリーフ画像を形成して感光性樹脂版として製版し、印刷版を得る。
【０００４】
　上記のようにして得られた印刷版は、印刷機の版胴に両面テープ等で固定されて使用さ
れる。しかしながら、印刷機の版胴と圧胴の間に印刷版を通過させる際にせん断応力がか
かることにより、感光性樹脂層がポリエステルフィルムから剥がれてしまい、印刷を中断
しなければならなくなる場合があった。また、印刷終了時に、版胴から印刷版を取り外す
際には、感光性樹脂層とポリエステルフィルムとが剥離してしまい、印刷版が破損し再使
用することができなくなる場合があった。
　これらの観点からポリエステルフィルムと感光性樹脂層は強固に接着している必要があ
り、その接着力は１８０°の剥離角度で、ポリエステルフィルムと感光性樹脂層を強制剥
離させた場合、５．９Ｎ／ｃｍ以上であることが好ましい。
【０００５】
　上記の現状に鑑み、感光性樹脂層とポリエステルフィルムが強固に接着し、両者が容易
に剥離しない印刷版が要求されている。しかしながら、感光性樹脂層とポリエステルフィ
ルムは、極性等の性質が大きく異なるため、強固に接着することは困難であった。
　また、感光性樹脂層とポリエステルフィルムとが、接着剤層を介して積層された積層体
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である印刷版においては、感光性樹脂層の組成が接着剤層の接着性へ影響を及ぼすことが
ある。
【０００６】
　例えば、特許文献１及び特許文献２には、特定の感光性樹脂組成からなる感光性樹脂層
とポリエステル構造及び／又はポリウレタン構造を持つポリオールと多官能イソシアネー
トとの反応物を含有する接着剤層を組み合わせることが開示されている。
【０００７】
　特許文献３には、酢酸ビニルの含有量が１１～５０質量％であるエチレン－酢酸ビニル
共重合体からなる下地層が開示されている。また、特許文献４には、感光性樹脂層と支持
体とを接着させる接着剤層が開示されている。
【０００８】
　特許文献５には、基材上に光重合性接着剤を介して合成ゴム系感光性樹脂層を設けた感
光性樹脂版材が開示されている。また、特許文献６及び特許文献７には、複層からなる感
光性樹脂版の支持体が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２０００－１５５４１０号公報
【特許文献２】特開２００１－２６４９５９号公報
【特許文献３】特開２００４－１０９４４３号公報
【特許文献４】国際公開第２００４／１０４７０１号パンフレット
【特許文献５】特開２００８－１９１６３８号公報
【特許文献６】特開平１－２８３５５７号公報
【特許文献７】特開平５－３１３３７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、特許文献１及び２には、感光性樹脂組成物中に特定のエチレン性不飽和
化合物を含まない感光性樹脂組成物からなる感光性樹脂層に、良好な接着力を示す接着剤
組成は述べられていない。
　特許文献３及び４には、接着剤層のタック性に関する記述はない。
　また、特許文献５においては、光重合性接着剤が用いられているため、接着剤層を塗布
した基材（支持体）の取り扱いは煩雑になるとの問題があった。更にはシリカ粒子に関す
る記述はない。
　特許文献６及び７には、接着剤層に熱可塑性エラストマーを用いることに関する記述は
ない。また、特許文献６には接着剤層に粉末シリカを添加することが述べられているが、
シリカ粒子と接着力に関する記述はない。更には特許文献７においても、ブロッキング防
止剤として、接着剤へのシリカを添加することが述べられているが、接着剤成分に熱可塑
性エラストマーを用いること、シリカと接着力に関する記述はない。
【００１１】
　本発明が解決しようとする課題は、ポリエステルフィルムと感光性樹脂層とが強固に接
着し、また、接着剤層にゴミの付着を抑止できる印刷原版を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは、上記課題を解決するため、ポリエステルフィルム上に塗布する接着剤層
の組成を鋭意研究を重ねた結果、驚くべきことに、タック性を低減させる効果が公知であ
ったシリカ粒子を、粘着性を向上させるためにはタック性を上げることが技術常識である
接着剤層に添加することで、タック性低減と接着力の向上という相反する効果を見出すこ
とで、また、さらに接着剤層へのゴミ付着を軽減することができることを見出すことによ
り、上記課題が解決されることを見出し、本発明に到達した。
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【００１３】
　すなわち、本発明は、下記の通りである。
［１］
　ポリエステルフィルム（Ａ）上に、少なくとも接着剤層（Ｂ）及び感光性樹脂層（Ｃ）
が順に積層されてなる印刷原版であって、
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくと
も１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー（ｂ－
１）、及び少なくとも１種類以上のシリカ粒子（ｂ－２）を含有する、印刷原版。
［２］
　シリカ粒子（ｂ－２）が、疎水処理されている、［１］に記載の印刷原版。
［３］
　シリカ粒子（ｂ－２）の平均粒子径が、１～１０μｍである、［１］又は［２］に記載
の印刷原版。
［４］
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のポリエステル樹脂をさらに含有する、［１
］～［３］のいずれかに記載の印刷原版
［５］
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）が、スチレン－ブタジエンブロック共重合体及び／又
はスチレン－イソプレンブロック共重合体を含む、［１］～［４］のいずれかに記載の印
刷原版。
［６］
　ポリエステルフィルム（Ａ）が、接着剤層（Ｂ）を積層する面に少なくとも下引き層（
Ｄ）を有する、［１］～［５］のいずれかに記載の印刷原版。
［７］
　感光性樹脂層（Ｃ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少な
くとも１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー、
少なくとも１種類以上のエチレン性不飽和化合物、及び少なくとも１種類以上の光重合開
始剤を含有する、［１］～［６］のいずれかに記載の印刷原版。
［８］
　ポリエステルフィルム（Ａ）上に、接着剤層（Ｂ）が積層された印刷原版用の支持基材
であって、
　接着剤層（Ｂ）が、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくと
も１種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー（ｂ－
１）、及び少なくとも１種類以上のシリカ粒子（ｂ－２）を含有する、印刷原版用の支持
基材。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、ポリエステルフィルムと感光性樹脂層とが強固に接着し、また、接着
剤層にゴミの付着を抑止できる印刷原版を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明を実施するための形態（以下、本実施形態という。）について以下詳細に
説明する。なお、本発明は、以下の実施の形態に限定されるものではなく、その要旨の範
囲内で種々変形して実施することができる。
【００１６】
　本実施形態における印刷原版は、ポリエステルフィルム（Ａ）上に、少なくとも接着剤
層（Ｂ）及び感光性樹脂層（Ｃ）が順に積層されてなり、接着剤層（Ｂ）が、少なくとも
１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくとも１種類以上の共役ジエンからな
る少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー（ｂ－１）、及び少なくとも１種類以上
のシリカ粒子（ｂ－２）を含有する。
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　本実施形態の印刷原版は、三次元形状を施すことで印刷が可能な印刷版として用いるこ
とができる。また、シリカ粒子（ｂ－２）を少なくとも１種類以上、接着剤層中に含有す
ることにより、ポリエステルフィルムと感光性樹脂層とを強固に接着するものであるが、
感光性樹脂層の本来の性質も損なうことがない点で好適である。
【００１７】
（ポリエステルフィルム（Ａ））
　ポリエステルフィルム（Ａ）を形成するためのポリエステルとしては、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等が挙げられる
。中でも、機械特性や加工特性、及びコスト等の観点から、ポリエチレンテレフタレート
が好ましい。
　ポリエステルフィルム（Ａ）は、必要に応じて、フィルム表面にコロナ処理、プラズマ
処理、火炎処理、又はアルカリによる化学的処理等が施されていてもよい。
【００１８】
　ポリエステルフィルム（Ａ）には接着性を向上させる目的で塗布される層（以下、単に
「下引き層」と記載する場合がある）があり、この下引き層は通常０．００１～１μｍ程
度の厚みで塗布により設けられる。下引き層を有するポリエステルフィルムは二軸延伸フ
ィルムを製造する工程で下引き層を塗布する、いわゆるインライン工程で製造されること
が好ましい。
　これら下引き層の有無については赤外線吸収スペクトル測定や電子分光法による測定等
の公知技術によって調べることができる。更にはポリエステルフィルムにイオンビームを
照射し、ポリエステルフィルム表面を分解し、その分解物を調べることによっても下引き
層の有無を調べることができる。
　より良好な接着力を得るという観点から、下引き層を構成する主成分としては、（メタ
）アクリレートの重合物が好ましい。このような重合物としては、例えば、メチル（メタ
）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、２－エチ
ルヘキシル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート等の重合物やその共
重合物等が挙げられる。また、必要に応じて、これらの（共）重合物は（メタ）アクリル
酸やスチレン、アクリロニトリル、塩化ビニル等との共重合物として使用することもでき
る。
【００１９】
　下引き層のその他の成分としては、ウレタン結合を有する化合物が好ましく、１つ以上
の芳香環を有するイソシアネート化合物から得られるウレタン結合を有する化合物がより
好ましい。このような化合物としては、例えば、活性水素を有する化合物と芳香環を有す
るイソシアネート化合物との反応物等が挙げられる。
　活性水素を有する化合物としては、例えば、エチレングリコール、１，４－ブタンジオ
ール、ネオペンチルグリコール、それらのポリエーテルからなるポリエーテルジオール等
のジオール類等が挙げられる。また、活性水素を有する化合物として、ポリエステル化合
物等を用いることもできる。ポリエステル化合物としては、例えば、ジカルボン酸成分と
して、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸等、アルコール成分として、例えば、エチレ
ングリコール、１，４－ブタンジオール、それらのポリエーテルポリオール化合物等の縮
合物等が挙げられる。
　芳香環を有するイソシアネート化合物としては、例えば、トルエンジイソシアネート、
４，４－ジフェニレンメタンジイソシアネート等が挙げられる。
【００２０】
　ポリエステルフィルム（Ａ）の厚みは、好ましくは３０～３００μｍであり、より好ま
しくは７５～２００μｍである。
　厚みが、３０μｍ以上であることにより印刷原版における支持体として必要な強度を付
与することができ、３００μｍ以下であることにより印刷版として柔軟性を付与すること
ができると共に、コストの観点からも好適である。
【００２１】
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（接着剤層（Ｂ））
　ポリエステルフィルム（Ａ）上に積層される接着剤層（Ｂ）は、少なくとも１種類以上
の熱可塑性エラストマー（ｂ－１）及び少なくとも１種類以上のシリカ粒子（ｂ－２）を
含有するものであり、熱可塑性エラストマー（ｂ－１）は、少なくとも１種類以上のモノ
ビニル置換芳香族炭化水素と少なくとも１種類以上の共役ジエンからなる熱可塑性エラス
トマーである。
　本実施形態において、「少なくとも１種類以上含有する」とは、当該含有される成分を
１種類は含むことを意味し、１種類含んでいてもよく、２種類以上含んでいてもよい。
【００２２】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）を構成するモノビニル置換芳香族炭化水素としては、
例えば、スチレン、ｔ－ブチルスチレン、ジビニルベンゼン、１，１－ジフェニルスチレ
ン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｐ－アミノエチルスチレン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－ｐ－アミノエチ
ルスチレン、ビニルピリジン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、第三級ブチ
ルスチレン、α－メチルスチレン、１，１－ジフェニルエチレン等が挙げられる。中でも
、接着剤層の積層性の観点から、スチレンが好ましい。
　モノビニル置換芳香族炭化水素は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができ
る。
【００２３】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）を構成する共役ジエンとしては、例えば、ブタジエン
、イソプレン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、２－メチル－１，３－ペンタジ
エン、１，３－ヘキサジエン、４，５－ジエチル－１，３－オクタジエン、３―ブチル－
１，３－オクタジエン、クロロプレン等が挙げられる。
　共役ジエンは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００２４】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）としては、例えば、少なくとも１つのモノビニル芳香
族炭化水素単位を主体とする第１の重合体ブロックと、少なくとも１つの共役ジエン単位
を主体とする第２の重合体ブロックと、を含むブロック共重合体等が挙げられ、具体的に
は、スチレン－ブタジエンブロック共重合体、スチレン－イソプレンブロック共重合体、
スチレン－エチレン／プロピレンブロック共重合体、スチレン－エチレン／ブチレンブロ
ック共重合体等が挙げられ、スチレン－ブタジエンブロック共重合体、スチレン－イソプ
レンブロック共重合体（スチレン－ブタジエンブロックコポリマー、スチレン－イソプレ
ンブロックコポリマー）が好ましい。
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることがで
きる。
　共役ジエン単位は、水素添加された共役ジエン水素添加物単位であってもよく、共役ジ
エン単位が完全に水素添加されたスチレン－エチレン／ブチレンブロック共重合体、スチ
レン－エチレン／プロピレンブロック共重合体等を用いても、併用してもよい。
【００２５】
　本実施形態において、「主体とする」とは、共重合体ブロック中に５０質量％以上含有
されていることを意味し、好ましくは８０質量％以上であり、より好ましくは９０質量％
以上である。
　共重合体ブロック中のモノビニル芳香族炭化水素単位は、均一に分布していてもよく、
不均一（例えばテーパー状）に分布していてもよい。均一に分布した部分及び／又は不均
一に分布した部分は、各共重合体ブロック中において複数個共存していてもよい。
【００２６】
　モノビニル置換報告族炭化水素と共役ジエンからなるブロック共重合体として、例えば
、下記の一般式群（Ｉ）で表される直鎖状ブロック共重合体、又は下記の一般式群（ＩＩ
）で表される直鎖状ブロック共重合体若しくはラジアルブロック共重合体を包含するもの
である。
（Ａ－Ｂ）ｎ、Ａ－（Ｂ－Ａ）ｎ、Ａ－（Ｂ－Ａ）ｎ－Ｂ、Ｂ－（Ａ－Ｂ）ｎ・（Ｉ）



(7) JP 6000576 B2 2016.9.28

10

20

30

40

50

［（Ａ－Ｂ）ｋ］ｍ－Ｘ、［（Ａ－Ｂ）ｋ－Ａ］ｍ－Ｘ、［（Ｂ－Ａ）ｋ］ｍ－Ｘ、［（
Ｂ－Ａ）ｋ－Ｂ］ｍ－Ｘ・・・（ＩＩ）
　上記一般式群において、Ａは、モノビニル置換芳香族炭化水素単位を主体とする重合体
ブロックを示し、Ｂは、共役ジエン単位又は共役ジエン水素添加物単位を主体とする重合
体ブロックを示す。
　Ｘは、ｍ価の基であって、例えば、四塩化ケイ素、四塩化スズ、エポキシ化大豆油、ポ
リハロゲン化炭化水素化合物、カルボン酸エステル化合物、ポリビニル化合物、ビスフェ
ノール型エポキシ化合物、アルコキシシラン化合物、ハロゲン化シラン化合物、エステル
系化合物等のカップリング剤の残基又は多官能有機リチウム化合物等の開始剤の残基を示
す。
　ｎ、ｋ及びｍは、１以上の整数を示し、例えば１～５である。
【００２７】
　共役ジエン単位を主体とする重合体ブロックの、共役ジエン総量中のビニル含有量、例
えば、１、２－ブタジエンや３、４－イソプレンの含有量は、特に限定されない。
　また、共役ジエン単位の水素添加の方法については特に限定されない。
【００２８】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）において、モノビニル置換芳香族炭化水素と共役ジエ
ンの共重合比率（質量比：モノビニル置換芳香属炭化水素／共役ジエン）は、接着剤層の
接着性の観点から、好ましくは２０／８０～８０／２０であり、より好ましくは３０／７
０～８０／２０である。
　モノビニル置換芳香族炭化水素の質量比が、２０以上であることによりポリエステルフ
ィルムとの接着性を高めることができ、８０以下であることにより感光性樹脂層との接着
性を高めることができる。
【００２９】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）には、必要に応じて、他の官能基が導入されていたり
、水素添加等の化学修飾がなされていたり、他の成分が共重合されていたりしてもよい。
【００３０】
　熱可塑性エラストマー（ｂ－１）の数平均分子量（Ｍｎ）は、常温における粘凋性の観
点から、好ましくは２万～３０万であり、より好ましくは５万～２０万である。
　数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定したポリスチ
レン換算分子量である。
【００３１】
　接着剤層（Ｂ）における熱可塑性エラストマー（ｂ－１）の含有量は、接着力の観点か
ら、接着剤層（Ｂ）全体に対して、好ましくは１０～９０質量％であり、より好ましくは
３０～８０質量％である。
【００３２】
　接着剤層には、熱可塑性エラストマーとして、熱可塑性エラストマー（ｂ－１）以外の
ポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、ポリアミ
ド系熱可塑性エラストマー、塩化ビニル系熱可塑性エラストマー、フッ素系熱可塑性エラ
ストマー、シリコン系熱可塑性エラストマー等が用いられてもよい。
　これらの熱可塑性エラストマーは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができ
る。
【００３３】
　シリカ粒子（ｂ－２）とは、二酸化ケイ素（ＳｉＯ2）、及び、二酸化ケイ素の水和物
（ＳｉＯ2・ｎＨ2Ｏ）を主成分とする粒子を意味する。主成分とはＳｉＯ2、及びＳｉＯ2

・ｎＨ2Ｏが粒子中８０質量％以上であることを意味する。
　シリカ粒子はケイ砂を原料として製造され、ケイ酸ナトリウムと酸を反応させる湿式法
や、四塩化ケイ素を過熱分解する乾式方法によって得ることができる。シリカ粒子（ｂ－
１）として、市販のシリカ粒子を用いることができる。
　シリカ粒子（ｂ－２）は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
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【００３４】
　シリカ粒子を有機化合物と接触させることで、有機化合物を不可逆的に吸着させ、表面
処理することができる。また、湿式法で得られた沈殿ケイ酸をヘンシェルミキサーに入れ
、オイルを噴霧し、混合することで、表面処理されたシリカを得ることができる。このよ
うにして得られる表面処理されたシリカ粒子は接着力の観点から好ましい。
　表面処理に用いられる有機化合物としては、例えば、炭化水素、ハロゲン化炭化水素、
アルコール、エーテル、アセタール、ケトン、アルデヒド、エステル、多価アルコール、
多価アルコール誘導体、カルボン酸、カルボン酸無水物、フェノール、含窒素化合物、フ
ッ素化合物、有機ケイ素化合物等が挙げられる。
　吸着させる有機化合物は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
　また、表面処理に用いられる有機化合物としては、シリコンオイル等のシリコン化合物
を用いることもできる。
　本実施形態において、シリカ粒子への有機化合物による表面処理を「疎水処理」という
。
　疎水処理に用いられるシリコンオイルとしては、例えば、ジメチルシリコンオイル、メ
チルフェニルシリコンオイル、メチルハイドロジエンシリコンオイル等が挙げられる。
　シリコンオイルは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００３５】
　疎水処理されたシリカ粒子としては、具体的には、サイロホービックグレード（富士シ
リシア化学社製）、Ｎｉｐｓｉｌ　ＳＳシリーズ、Ｓシリーズ（東ソー・シリカ社製）、
サンスフェア　ＥＴシリーズ（ＡＧＣエスアイテック社製）、ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒシリー
ズ（日本アエロジル社製）等が挙げられる。
　疎水処理されたシリカ粒子は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００３６】
　シリカ粒子（ｂ－２）の平均粒子径は、接着性の観点及び均一性の観点から、好ましく
は１～１０μｍ以下であり、より好ましくは２～５μｍである。
　平均粒子径の測定方法としては公知の方法を用いることができるが、例えば、レーザー
解析法、遠心沈殿法が挙げられ、本実施形態における平均粒子径とは湿式レーザー回折法
により測定した平均粒子径を意味する。
【００３７】
　シリカ粒子（ｂ－２）の含有量は、接着力の観点から、接着剤層（Ｂ）全体に対して、
好ましくは１０～９０質量％であり、より好ましくは２０～７０質量％である。
　シリカ粒子（ｂ－２）を上記範囲で使用することにより、接着剤表面のタックが少ない
取り扱いに優れた接着剤層となり、接着剤層を塗工後、感光性樹脂層に張り合わせるとき
に接着剤層へのゴミ付着を防ぐことができ、不良品率の低減が可能になる。
【００３８】
　接着剤層（Ｂ）には、本実施形態における効果を損なわない範囲で必要に応じて、補助
添加成分が含有されていてもよい。
　補助添加成分としては、例えば、架橋剤、可塑剤、重合禁止剤、酸化防止剤、紫外線吸
収剤、染料、顔料剤等が挙げられる。中でも、インキに用いられる溶剤への耐性という観
点から、架橋剤が好ましい。
　補助添加成分は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００３９】
　架橋剤としては、例えば、ポリイソシアネートとポリオールや、光重合開始剤とエチレ
ン性不飽和化合物等が挙げられる。架橋剤を加えることで、接着剤層の強度が増し、接着
剤層内での破壊が無くなり好ましい。
【００４０】
　ポリイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネート、４，４－ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート等が挙げられる。
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　ポリイソシアネートとして、ポリイソシアネートが官能基当量的に過剰な条件で、ベン
タエリストール、トリメチロールプロパン等の多官能アルコールと付加反応させてできた
化合物を用いることもできる。
　ポリイソシアネートは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００４１】
　ポリオールとしては、例えば、脂肪族グリコール、脂環族グリコール、エーテル結合含
有グリコール、分子内に水酸基を有する液状ゴムオリゴマー、ポリエステル樹脂（ポリエ
ステルポリオール）、カーボネートポリオール、カプロラクトンポリオール等が挙げられ
る。中でも、ポリエステルフィルムとの接着性をより高めるために、ポリエステル樹脂を
添加することが好ましい。
　ポリオールは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００４２】
　ポリエステル樹脂としては、ガラス転移温度が、好ましくは３５～１５０℃であり、よ
り好ましくは６０～１２０℃である。ガラス転移温度が、３５℃以上であることによりポ
リエステルフィルムとの接着性を高めることができ、ガラス転移温度が１５０℃以下であ
ることにより、感光性樹脂層との張り合わせによる接着性を高めることができる
　ガラス転移温度は、示唆走査熱量測定法により求められる。
【００４３】
　ポリエステル樹脂のポリエステル構造は、多価アルコール成分過剰の下での多塩基酸と
の重縮合反応で構成される構造であり、酸価が５以下であるポリエステルポリオールが好
ましい。
【００４４】
　多塩基酸としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、オルトフタル酸、ナフタレ
ンジカルボン酸、ビフェニルジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸；シュウ酸、（無水）
コハク酸、アジピン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、水添ダイマー酸等の
飽和ジカルボン酸、フマル酸、（無水）マレイン酸、（無水）イタコン酸、（無水）シト
ラコン酸、ダイマー酸等の不飽和ジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸；１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサン
ジカルボン酸、２，５－ノルボルネンジカルボン酸、テトラヒドロジカルボン酸等の脂肪
族ジカルボン酸等が挙げられる。
　さらに、必要に応じて５－ナトリウムスルホイソフタル酸や５－ヒドロキシイソフタル
酸等を用いることができる。
　多塩基酸は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００４５】
　多価アルコールとしては、例えば、炭素数２～１２の脂肪族グリコール、炭素数６～１
２の脂環族グリコール、エーテル結合含有グリコール等が挙げられる。
　多価アルコールは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００４６】
　炭素数２～１２の脂肪族グリコールとしては、例えば、エチレングリコール、１，２－
プロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、２－メチ
ル－１，３－プロパンジオール、１，５－ペンタンジオール、ネオペンチルグリコール、
１，６－ヘキサンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジール、１，９－ノナンジオ
ール、２－エチル－２－ブチルプロパンジオール等が挙げられる。
　炭素数６～１２の脂環族グリコールとしては、例えば、１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，２－シクロヘキサンジメタノール等
が挙げられる。
　エーテル結合含有グリコールとしては、例えば、ジエチレングリコール、トリエチレン
グリコール、ジプロピレングリコール、ビスフェノール類のフェノール性水酸基にエチレ
ンオキサイド又はプロピレンオキサイドをそれぞれ付加して得られるグリコール類、例え
ば、２，２－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパン等が挙げられる。ポリエ
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チレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等も必要
に応じて用いることができる。
【００４７】
　ポリエステル樹脂としては、具体的には、ケミットＫ１２９４、Ｋ－１０８９（東レ・
ファインケミカル社製）、ニチゴーポリエスターＴＰシリーズ、ＬＰシリーズ（日本合成
化学工業社製）、バイロン２４０、ＧＫ３６０（東洋紡社製）、エスペル９９４０（日立
化成工業社製）等が挙げられる。
【００４８】
　ポリエステル樹脂の含有量は、感光性樹脂層との接着力の観点で、接着剤層（Ｂ）全体
に対して、５０質量％以下が好ましい。
【００４９】
　エチレン性不飽和化合物としては、例えば、エチレン、プロピレン、ビニルトルエン、
スチレン、ジビニルベンゼン等のオレフィン類；アセチレン類；（メタ）アクリル酸及び
／又はその誘導体；ハロオレフィン類；アクリロニトリル等の不飽和ニトリル類；（メタ
）アクリルアミド及び／又はその誘導体；無水マレイン酸、マレイン酸、フマル酸等の不
飽和ジカルボン酸及びその誘導体；酢酸ビニル類；Ｎ－ビニルピロリドン；Ｎ－ビニルカ
ルバゾール；Ｎ－置換マレイミド化合物等が挙げられる。中でも、種類の豊富さの観点か
ら、（メタ）アクリル酸及び／又はその誘導体が好ましい。
　エチレン性不飽和化合物は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５０】
　上記誘導体としては、例えば、シクロアルキル基、ビシクロアルキル基、シクロアルケ
ニル基、ビシクロアルケニル基等を有する脂環族化合物、ベンジル基、フェニル基、フェ
ノキシ基、ナフタレン骨格、アントラセン骨格、ビフェニル骨格、フェナントレン骨格、
フルオレン骨格等を有する芳香族化合物、アルキル基、ハロゲン化アルキル基、アルコキ
シアルキル基、ヒドロキシアルキル基、アミノアルキル基、グリシジル基等を有する化合
物、アルキレングリコール、ポリオキシアルキレングリコール、ポリアルキレングリコー
ルやトリメチロールプロパン等の多価アルコールとのエステル化合物、ポリジメチルシロ
キサン、ポリジエチルシロキサン等のポリシロキサン構造を有する化合物等が挙げられる
。また、窒素、硫黄等の元素を含有した複素芳香族化合物であってもよい。
【００５１】
　（メタ）アクリル酸及び／又はその誘導体としては、例えば、ヘキサンジオール、ノナ
ンジオール等のアルカンジオールのジ（メタ）アクリレート；エチレングリコール、ジエ
チレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリエチレングリ
コール、ブチレングリコールのジ（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパントリ（
メタ）アクリレート；ジメチロールトリシクロデカンジ（メタ）アクリレート；イソボロ
ニル（メタ）アクリレート；フェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート；
ペンタエリトリットテトラ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　エチレン性不飽和化合物はその分子中に水酸基を有していてもよく、（メタ）アクリル
酸の誘導体として、例えば、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピル（メタ）アクリレ
ート（下記式１で示されるモノマー）、２－（メタ）アクリロイロキシエチル－フタル酸
、２－（メタ）アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシエチル－フタル酸、２－（メタ
）アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシプロピルフタレート、グリシジルエーテルの
（メタ）アクリル酸の付加物等が挙げられる。また、エチレン性不飽和化合物は分子内に
ビスフェノール骨格を有していてもよく、（メタ）アクリル酸の誘導体として、例えば、
ビスフェノールＡプロピレンオキシド付加物ジグリシジルエーテル（メタ）アクリル酸付
加物、ビスフェノールＡエチレンオキシド付加物ジ（メタ）アクリレート、ビスフェノー
ルＡジグリシジルエーテル（メタ）アクリル酸付加物、ビスフェノールＦエチレンオキシ
ド変性ジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
　（メタ）アクリル酸及び／又はその誘導体は単独で、又は二種以上組み合わせて用いる
ことができる。
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【００５２】
　光重合開始剤としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用されるものを用
いることができるが、例えば、ベンゾフェノン、４，４－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾ
フェノン、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸無水物、３，３’，４
，４’－テトラメトキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン類；ｔ－ブチルアントラキノ
ン、２－エチルアントラキノン等のアントラキノン類；２，４－ジエチルチオキサントン
、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン等のチオキサントン類
；ミヒラーケトン；ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－フェニルアセトフ
ェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、ベンジルジメ
チルケタール、１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニルケトン、２－メチル－２－モル
ホリノ（４－チオメチルフェニル）プロパン－１－オン、２－メチル－１－（４－メチル
チオフェニル）－２－モルホリノ－プロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルア
ミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン、トリクロロアセトフェノン等のアセ
トフェノン類；ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソ
プロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル等のベンゾインエーテル類；２，４，
６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，６－ジメトキシ
ベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド等のアシルホスフィンオキ
サイド類；メチルベンゾイルホルメート；１，７－ビスアクリジニルヘプタン；９－フェ
ニルアクリジン；アゾビスイソブチロニトリル、ジアゾニウム化合物、テトラゼン化合物
等のアゾ化合物類が挙げられる。
　光重合開始剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５３】
　可塑剤としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用されるものを用いるこ
とができるが、例えば、液状ポリブタジエンゴム、液状イソプレンゴム等の液状ゴム；ナ
フテンオイル、パラフィンオイル等の炭化水素油；液状アクリルニトリル－ブタジエン共
重合体、液状スチレン－ブタジエン共重合体等のジエンを主体とする液状の共役ジエンゴ
ム；数平均分子量２０００以下のポリスチレン；セバチン酸エステル、フタル酸エステル
等が挙げられ、末端にヒドロキシル基やカルボキシル基を有していてもよい。これらには
（メタ）アクリロイル基等の光重合性の反応基が付与されていてもよい。
　可塑剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５４】
　重合禁止剤（酸化防止剤）としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用さ
れるものを用いることができるが、例えば、フェノール系、ホスファイト系の材料が挙げ
られる。
　フェノール系の材料としては、例えば、ビタミンＥ、テトラキス－（メチレン－３－（
３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート）メタン、２
，５－ジ－ｔ－ブチルハイドロキノン、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、４，
４’－チオビス－（６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレン－ビス（４－メチ
ル－６－ｔ－ブチルフェノール）、オクタデシル－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－
４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、４，４’－チオビス－（６－ｔ－ブチルフ
ェノール）、２－ｔ－ブチル－６－（３－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシ－５－メチルベン
ジル）－４－メチルフェニルアクリレート、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウ
リルチオプロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス〔３‐（３，５－ジ－ｔ－
ブチル－４‐ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２，６－ジ－（ｔ－ブチル）－４
－メチルフェノール、２，２’－メチレンビス－（６－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール）、
１，３，５－トリス（３，５－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－１，３，５－ト
リアジン－２，４，６－（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４
－（４，６－ビス（オクチルチオ）－１，３，５－トリアジン－２－イルアミノ）フェノ
ール等が挙げられる。
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　ホスファイト系の材料としては、例えば、２，２’－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－
ブチルフェニル）オクチルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホ
スファイト、トリフェニルホスファイト、トリス（ノニルフェニル）ホスファイト、トリ
ス（２－エチルヘキシル）ホスファイト、トリスデシルホスファイト、トリス（トリデシ
ル）ホスファイト、ジフェニルモノ（２－エチルヘキシル）ホスファイト、ジフェニルモ
ノデシルホスファイト、ジデシルモノフェニルホスファイト、ジフェニルモノ（トリデシ
ル）ホスファイト、ジラウリルハイドロジェンホスファイト、ジフェニルハイドロゲンホ
スファイト、テトラフェニルジプロピレングリコールジホスファイト、テトラフェニルテ
トラ（トリデシル）ペンタエリスリトールテトラホスファイト、テトラ（トリデシル）－
４，４’－イソプロピリデンジフェニルジホスファイト、ビス（ノニルフェニル）ペンタ
エリスリトールジホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、水
添ビスフェノールＡ・ペンタエリスリトールホスファイトポリマー、ビス（２，４－ジ－
ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－ブ
チル－３－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト等が挙げられる。
　重合禁止剤、酸化防止剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５５】
　紫外線吸収剤としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用されるものを用
いることができ、ベンゾフェノン系、サルチレート系、ベンゾトリアゾール系、アクリロ
ニトリル系、金属錯塩系、ヒンダートアミン系の化合物等が挙げられ、例えば、２－（５
－メチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－［２－ヒドロキシ－３，
５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾ－ル、２－（
３，５）－ジ－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ－ル、２－エトキ
シ－２’－エチルオキザリックアシッドビスアニリド、２，２’－ジヒドロキシ－４－メ
トキシベンゾフェノン等が挙げられる。
　紫外線吸収剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５６】
　染料としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用されるものを用いること
ができるが、例えば、水溶性である塩基性染料、酸性染料、直接染料等が挙げられ、非水
溶性である硫化染料、油溶染料、分散染料等が挙げられる。中でも、アントラキノン系、
インジゴイド系、アゾ系構造の染料が好ましく、アゾ系油溶染料がより好ましい。
　染料は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５７】
　顔料としては、樹脂材料又はゴム材料の分野において通常使用されるものを用いること
ができるが、例えば、天然顔料、合成無機顔料、合成有機顔料等が挙げられ、合成有機顔
料としては、アゾ系、トリフェニルメタン系、キノリン系、アントラキノン系、フタロシ
アニン系構造の顔料が挙げられる。
　顔料は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００５８】
　接着剤層の厚みは、好ましくは１～５００μｍであり、より好ましくは１０～１００μ
ｍである。
　厚みが、１μｍ以上であることにより十分な接着力を付与することができ、５００μｍ
以下であることがコストの観点から好ましい。
【００５９】
　接着剤層（Ｂ）をポリエステルフィルム（Ａ）上に積層する方法としては、特に制限さ
れず、一般的なコーティング方法により塗布して行う方法が挙げられる。
　具体的には、接着剤層の各成分を、トルエン、メチルエチルケトン等の溶剤に混合して
溶解・分散させ、バーコーター、グラビアコーター、ダイコーター等の輪転式塗工機を用
いて、ポリエステルフィルム（Ａ）に塗工する。その後、８０～１００℃で数十秒から数
分間乾燥して、接着剤層（Ｂ）を形成する。
　溶剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
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　接着剤層（Ｂ）中に、架橋剤としてポリイソシアネートを使用する場合、ポリイソシア
ネートと多官能アルコールとのウレタン形成反応をより進めるため、４０～５０℃で数日
間放置することが好ましい。
【００６０】
　本実施形態においては、ポリエステルフィルム（Ａ）上に、接着剤層（Ｂ）が積層され
た印刷原版用の支持基材が提供される。
　さらに、接着剤層（Ｂ）上に、感光性樹脂層（Ｃ）を積層することにより、積層体とし
ての印刷原版とすることができる。
【００６１】
（感光性樹脂層（Ｃ））
　感光性樹脂層（Ｃ）は、画像露光（レリーフ露光）を行い、ネガフィルムのパターンに
応じて感光性樹脂層を光硬化され、感光性樹脂層における露光されていない部分（すなわ
ち、光硬化されていない部分）が現像用液で洗浄されることにより、所望の画像、すなわ
ちレリーフ画像が形成される層である。
　感光性樹脂層（Ｃ）は、画像露光（レリーフ露光）され得る感光性樹脂からなる。
【００６２】
　感光性樹脂は、少なくとも１種類以上のモノビニル置換芳香族炭化水素と少なくとも１
種類以上の共役ジエンからなる少なくとも１種類以上の熱可塑性エラストマー、少なくと
も１種類以上のエチレン性不飽和化合物、及び少なくとも１種類以上の光重合開始剤を含
有する。
【００６３】
　感光性樹脂中の熱可塑性エラストマーとしては、上記熱可塑性エラストマー（ｂ－１）
として記載する熱可塑性エラストマーを用いることができる。
　また、感光性樹脂には、熱可塑性エラストマーとして、熱可塑性エラストマー（ｂ－１
）以外のポリウレタン系熱可塑性エラストマー、ポリエステル系熱可塑性エラストマー、
ポリアミド系熱可塑性エラストマー、塩化ビニル系熱可塑性エラストマー、フッ素系熱可
塑性エラストマー、シリコン系熱可塑性エラストマー等が用いられてもよい。
　これらの熱可塑性エラストマーは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができ
る。
　接着剤層（Ｂ）に用いられる熱可塑性エラストマー（ｂ－１）と、感光性樹脂層（Ｃ）
に用いられる熱可塑性エラストマーとは、同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００６４】
　感光性樹脂に用いられる熱可塑性エラストマーとしては、印刷原版を比較的低温で平滑
に成型できる観点から、モノビニル置換芳香族炭化水素として、スチレンが好ましく、最
終的に得られる印刷版の耐摩耗性の観点から、共役ジエンがブタジエンであることが好ま
しい。
【００６５】
　熱可塑性エラストマーの数平均分子量（Ｍｎ）は、樹脂凸版印刷原版の耐コールドフロ
ー性を確保する観点から、好ましくは２万～２５万であり、より好ましくは３万～２０万
であり、さらに好ましくは４万～１５万である。
　数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定したポリスチ
レン換算分子量である。
【００６６】
　熱可塑性エラストマーの含有量は、印刷版の耐刷性の観点から、感光性樹脂全体に対し
て、すなわち、全体量を１００質量％としたとき、好ましくは４０質量％～９０質量％で
あり、より好ましくは５０質量％～７５質量％である。
【００６７】
　エチレン性不飽和化合物としては、上記接着剤層（Ｂ）中の成分として記載するエチレ
ン性不飽和化合物を用いることができる。
　これらのエチレン性不飽和化合物は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることがで
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きる。
　接着剤層（Ｂ）に用いられるエチレン性不飽和化合物と、感光性樹脂層（Ｃ）に用いら
れるエチレン性不飽和化合物とは、同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００６８】
　エチレン性不飽和化合物の数平均分子量（Ｍｎ）は、不揮発性確保の観点から、好まし
くは１００以上であり、ポリマー等の他成分との相溶性の観点から、好ましくは１０００
未満であり、より好ましくは２００以上８００以下である。また、エチレン性不飽和化合
物は、重合性不飽和基を有する有機化合物であることが好ましい。
　数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定したポリスチ
レン換算分子量である。
【００６９】
　エチレン性不飽和化合物の含有量は、印刷版の耐刷性の観点から、感光性樹脂全体量を
１００質量％としたとき、好ましくは２質量％～５０質量％であり、より好ましくは２質
量％～３０質量％である。
【００７０】
　光重合開始剤とは、光のエネルギーを吸収し、ラジカルを発生する化合物であり、崩壊
型光重合開始剤、水素引抜き型光重合開始剤、水素引き抜き型光重合開始剤として機能す
る部位と崩壊型光重合開始剤として機能する部位を同一分子内に有する化合物等が挙げら
れる。光重合開始剤としては、カルボニル基を有する化合物が好ましく、中でも、芳香族
カルボニル化合物がより好ましい。
　光重合開始剤としては、上記接着剤層中の成分として記載する光重合開始剤を用いるこ
とができる。
　光重合開始剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
　接着剤層（Ｂ）に用いられる光重合開始剤と、感光性樹脂層（Ｃ）に用いられる光重合
開始剤とは、同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００７１】
　光重合開始剤の含有量は、印刷版の耐刷性の観点から、感光性樹脂全体量を１００質量
％としたとき、好ましくは０．１質量％～１０質量％であり、より好ましくは０．５質量
％～５質量％である。
【００７２】
　感光性樹脂層（Ｃ）には、本実施形態における効果を損なわない範囲で必要に応じて、
補助添加成分が含有されていてもよい。
　補助添加成分としては、例えば、極性基含有ポリマー、可塑剤、重合禁止剤、酸化防止
剤、紫外線吸収剤、視認性向上のための着色手段として染料、顔料等が挙げられる。
　感光性樹脂（Ｃ）に用いられる補助添加成分としては、上記接着剤層（Ｂ）に用いられ
る各成分を用いることができる。
　補助添加成分は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
　接着剤層（Ｂ）に用いられる補助添加成分と、感光性樹脂層（Ｃ）に用いられる補助添
加成分とは、同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００７３】
　上記接着剤層（Ｂ）に用いられる各成分とは異なる補助添加成分について説明すると、
極性基含有ポリマーとしては、例えば、カルボキシル基、アミノ基、水酸基、リン酸基、
スルホン酸基等の親水性基、それらの塩等の極性基を有する水溶性又は水分散性共重合体
が挙げられる。
　極性基含有ポリマーとしては、具体的には、カルボキシル基含有ＮＢＲ（ニトリルゴム
）、カルボキシル基含有ＳＢＲ（スチレンブタジエンゴム）、カルボキシル基を有する脂
肪族共役ジエンの重合体、リン酸基又はカルボキシル基を有するエチレン性不飽和化合物
の乳化重合体、スルホン酸基含有ポリウレタン、カルボキシル基含有ブタジエンラテック
ス等が挙げられる。
　目的とする印刷版において高い解像度を得る観点から、カルボキシル基含有ブタジエン



(15) JP 6000576 B2 2016.9.28

10

20

30

40

50

ラテックスが好ましい。
　極性基含有ポリマーは単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００７４】
　補助添加成分全成分の添加量は、感光性樹脂全体量を１００質量％としたとき、好まし
くは０質量％～５０質量％であり、より好ましくは１５質量％～５０質量％である。
【００７５】
　感光性樹脂層（Ｃ）は、種々の方法で調製することができる。例えば、感光性樹脂層の
原料となる各成分を適当な溶媒、例えば、クロロホルム、テトラクロロエチレン、メチル
エチルケトン、トルエン等の溶剤に混合して溶解・分散させ、型枠の中に流延して溶剤を
蒸発させ、そのまま板状の感光性樹脂層（Ｃ）とすることができる。また、溶剤を用いず
に、ニーダー又はロールミルで混練し、押し出し機、射出成形機、プレス等により所望の
厚さの板状に成型して感光性樹脂層（Ｃ）とすることもできる。
　感光性樹脂層（Ｃ）は、その組成によっては、常温で粘着性を有する場合がある。従っ
て、必要に応じて、製版時にその上に重ねられる透明画像担体との接触性を良好にし、同
時に透明画像担体の剥離性を良好にするために、感光性樹脂層（Ｃ）の表面に、薄いフィ
ルム（カバーシート）がラミネートされていてもよい。このカバーシートは、ポリエチレ
ン、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチレン等から得られる。なお、カバーシート
は、透明画像担体を貼り付ける前に除去されてもよく、その場合、下記保護層を設けるこ
とがより好適である。
【００７６】
　透明画像担体との接触性を向上させるために、上記の代わりに、溶剤可溶性の薄いたわ
み性の保護層（以下、単に「保護層」と記載する場合がある）を設けてもよい（例えば、
特公平５－１３３０５号公報）。
　保護層は、例えば、以下のようにして設けられる。
　溶剤可溶性のポリアミド、部分ケン化ポリ酢酸ビニル、セルロースエステル等を、トル
エンやイソプロピルアルコール等の溶剤に溶かし、得られた溶液を、直接感光性樹脂層（
Ｃ）の表面にコーティングして、保護層を形成する。
【００７７】
　また、得られた溶液をポリステルフィルムやポリプロピレンフィルム等のカバーシート
上にコーティングして保護層を形成し、この後、保護層が具備されたカバーシートを感光
性樹脂層の表面にラミネート又はプレス圧着して、保護層を転写させてもよい。該保護層
は、透明画像担体を保護層の上に貼り付けて露光し、その後、感光性樹脂の未露光部を洗
い出しする際に溶解等により同時に除去される。
【００７８】
　上記保護層の代わりに、赤外線感受性物質を含む紫外線遮蔽層とし、赤外線レーザーで
の直接描画により、この紫外線遮蔽層を透明画像担体として用いてもよい。この場合も露
光が終了して、未露光部分を洗い出しする際に、紫外線遮蔽層が同時に除去される。
【００７９】
　ポリエステルフィルム（Ａ）に積層された接着剤層（Ｂ）上に、すなわち、支持基材上
に、感光性樹脂層（Ｃ）を形成した後、ロール等を用いてラミネート加工することにより
、ポリエステルフィルム（Ａ）に感光性樹脂層（Ｃ）が接着剤層（Ｂ）を介して密着され
、印刷原版が形成される。ラミネート加工後、さらに加熱プレスすることにより、より厚
み精度の良い印刷原版を得ることができる。
【００８０】
　得られた印刷原版を用いて印刷版を製版することができる。以下に、製版方法の一例を
示す。
　印刷原版のポリエステルフィルム（Ａ）を通して露光を行って、感光性樹脂層（Ｃ）を
光硬化させ、薄い均一な硬化層を設ける（バック露光）。次いで、感光性樹脂層（Ｃ）上
に、ポリエステル等の透明画像担体を部分的に形成し、透明画像担体を通して感光性樹脂
層（Ｃ）に画像露光を行い、透明画像担体のパターンに応じて感光性樹脂を硬化する（レ
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リーフ露光）。その後、感光性樹脂層（Ｃ）における露光されていない部分（すなわち、
光硬化されていない部分）を現像用液で洗浄し、所望の画像、すなわちレリーフ画像を形
成し、印刷版を得ることができる。
【００８１】
　感光性樹脂層（Ｃ）を光硬化させるため用いられる光源としては、例えば、高圧水銀灯
、紫外線蛍光灯、カーボンアーク灯、キセノンランプ、太陽光等が挙げられる。
【００８２】
　露光の際には、ポリエステルフィルム（Ａ）を感光性樹脂層（Ｃ）との接着をより強固
なものにするため、又は未露光部分の洗い出し時の応力に対してレリーフ像をより安定な
ものにするために、ポリエステルフィルム（Ａ）の側からバック露光することが好ましい
。
　透明画像担体からの露光と、ポリエステルフィルム（Ａ）側からの露光は、どちらを先
に行ってもよいが、画像再現性の観点からは、ポリエステルフィルム（Ａ）側からの露光
を先に行うことが好ましい。
【００８３】
　感光性樹脂層（Ｃ）に透明画像担体を通して露光し、画像を形成させた後、未露光部を
洗い出す際に用いる現像用液としては、例えば、１，１，１－トリクロロエタン、テトラ
クロルエチレン等の塩素系有機溶剤；ヘプチルアセテート、３－メトキシブチルアセテー
ト等のエステル系溶剤；石油留分、トルエン、デカリン等の炭化水素系溶剤等が挙げられ
る。
　現像用液としては、上記溶剤に加え、さらに、プロパノール、ブタノール、ペンタノー
ルのアルコール系溶剤を混合した混合溶液を用いることができる。
　現像用液としては、水系現像液も用いることができ、水系現像液としては、例えば、ノ
ニオン系、アニオン系、カチオン系、両性の界面活性剤の水／アルコール溶液が挙げられ
る。
　界面活性剤は単独で、又は二種以上組み合わせて用いることができる。
【００８４】
　アニオン系界面活性剤としては、例えば、平均炭素数８～１６のアルキルを有する直鎖
アルキルベンゼンスルホン酸塩、平均炭素数１０～２０のα－オレフィンスルホン酸塩、
アルキル基又はアルケニル基の炭素数が４～１０のジアルキルスルホコハク酸塩、脂肪酸
低級アルキルエステルのスルホン酸塩、平均炭素数１０～２０のアルキル硫酸塩、平均炭
素数１０～２０の直鎖又は分岐鎖のアルキル基又はアルケニル基を有し、平均０．５～８
モルのエチレンオキサイドを付加したアルキルエーテル硫酸塩、平均炭素数１０～２２の
飽和又は不飽和脂肪酸塩等が挙げられる。
　カチオン系界面活性剤としては、例えば、アルキルアミン塩、アルキルアミンエチレン
オキシド付加物、アルキルトリメチルアンモニウム塩、アルキルジメチルベンジルアンモ
ニウム塩、サパミン型第４級アンモニウム塩、ピリジウム塩等が挙げられる。
　ノニオン系界面活性剤としては、例えば、ポリエチレングリコール型の高級アルコール
アルキレンオキシド付加物、アルキルフェノールアルキレンオキシド付加物、脂肪酸アル
キレンオキシド付加物、多価アルコール脂肪酸エステルアルキレンオキシド付加物、高級
アルキルアミンアルキレンオキシド付加物、脂肪酸アミドアルキレンオキシド付加物、油
脂のアルキレンオキシド付加物、及びポリプロピレングリコールアルキレンオキシド付加
物、多価アルコール型のグリセロールの脂肪酸エステル、ペンタエリスリトールの脂肪酸
エステル、ソルビトールとソルビタンの脂肪酸エステル、ショ糖の脂肪酸エステル、多価
アルコールのアルキルエーテル及びアルカノールアミン類の脂肪酸アミド等が挙げられる
。
　両性界面活性剤としては、例えば、ラウリルアミノプロピオン酸ナトリウムやラウリル
ジメチルベタイン等が挙げられる。
【００８５】
　現像用液中の界面活性剤の濃度については、特に限定されるものではないが、現像用液
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全量に対して、好ましくは０．５～１０質量％である。
【００８６】
　水系現像液には、界面活性剤のほかに、必要に応じて、現像促進剤やｐＨ調整剤等の現
像助剤を配合してもよい。
　未露光部の洗い出しは、ノズルからの噴射によって、又はブラシによるブラッシングに
よって行うことができる。洗い出し後、リンス洗浄、乾燥の工程を経て、後露光を行って
もよい。
【実施例】
【００８７】
　以下、本発明を実施例及び比較例によりさらに具体的に説明する。なお、実施例及び比
較例の評価に用いた測定法は次の通りである。
【００８８】
［接着力の測定］
　印刷版を幅１ｃｍ、長さ１５ｃｍに切り取り、温度２３℃、相対湿度５０％の恒温恒湿
室内に一日放置した。その後、５ｃｍ長程度強制的に片方の端から、感光性樹脂層とポリ
エステルフィルムを剥離した。剥離させたポリエステルフィルムの反対側と金属板とを、
両面テープ（３Ｍ社製、「スコッチＳＴ－４１６」）を用いて貼り付け、オートグラフ（
島津製作所社製、「オートグラフＡＧ－Ｘ」）にセットし、１８０°で５０ｍｍ／ｍｉｎ
の速度で強制的に剥離した部分から剥離試験を行って、接着力を測定した。
【００８９】
［接着剤層のゴミ付着］
　得られた印刷版を３０ｃｍ×３０ｃｍにカットして、目視検査を行って、長辺が１ｍｍ
以上ある繊維くずやホコリをゴミとして、接着剤層のゴミ付着を確認した。
【００９０】
（実施例１）
（１－１）感光性樹脂層の調製
　表１に示す組成にてニーダーにて混練することにより、感光性樹脂１及び感光性樹脂２
を得た。
　得られた感光性樹脂１又は２を、シリコン処理されたポリエステルフィルムとポリアミ
ド膜を有するポリエチレンテレフタレートフィルムとで挟み、１．５ｍｍのスペーサーを
用いて１３０℃の条件で４分間、１．９６×１０7Ｐａの圧力をかけて加圧成型を行った
。得られた感光性樹脂層の厚みを測定したところ、１．５ｍｍであった。
（１－２）支持基材の調製
　攪拌機を備えたステンレス製２００Ｌ反応槽に、水１１８Ｌとケイ酸ナトリウム水溶液
（２．５ｍｏｌ／Ｌ、Ｎａ2Ｏ・３．３ＳｉＯ2）５００ｍＬを添加し、攪拌しながら９０
℃に加熱した。得られた水溶液を９０℃に維持しながら、ケイ酸ナトリウム水溶液を５０
０ｍＬ／分の流量で、硫酸（１８ｍｏｌ／Ｌ）を２０ｍＬ／分の流量で滴下した。１２０
分で滴下を停止し、このときの反応溶液中のＳｉＯ2濃度は５０ｇ／Ｌであった。
　続いて、硫酸のみを同一の流量でｐＨ２．５まで滴下を行い、沈殿ケイ酸スラリーを得
た。得られた沈殿ケイ酸スラリーを水洗し、その後、水分が５％になるまで乾燥を行い、
ミルで粉砕し、分級機を通して、平均粒子径２．５μｍのシリカ粒子を得た。このように
して得られたシリカ粒子をヘンシェルミキサーに１ｋｇ入れ、ジメチルシリコンオイル５
０ｇを噴霧して、５分間混合した。この混合物をネストヒーターに入れ、２８０℃で３時
間加熱処理を行って、疎水処理されたシリカ粒子１を得た。
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「タフプ
レン（登録商標）９１２」）１８質量部、スチレン－イソプレンコポリマー（クレイトン
ポリマージャパン社製、「ＫＲＡＴＯＮ（登録商標）Ｄ１１１２」）５３質量部、シリカ
粒子１　１４．５質量部を、トルエン／メチルエチルケトン（体積比　１／１）の混合溶
液４００質量部に分散させた。α、ω―ポリブタジエングリコール（日本曹達社製、「Ｎ
ＩＳＳＯ―ＰＢ（登録商標）Ｇ－１０００」）７．０質量部、トリメチロールプロパン（
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１ｍｏｌ）のトリレンジイソシアネート（３ｍｏｌ）付加物８．５質量部をさらに混合し
て溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間放置
し、ポリエステルフィルム上に接着剤層を有する支持基材１を得た。
（１－３）印刷原版の調製
　シリコン処理されたポリエステルフィルムを感光性樹脂層から剥がし、１３０℃に加熱
されたステンレス板に載せ、感光性樹脂１又は２からなるそれぞれの感光性樹脂層を加熱
した。加熱した感光性樹脂層に支持基材１の接着剤層が接するように、積層し、感光性樹
脂１を用いた印刷原版１－１、感光性樹脂２を用いた印刷原版１－２を得た。
（１－４）印刷版の調製
　得られた印刷原版１－１又は１－２を「ＡＦＰ（登録商標）－１５００」（旭化成イー
マテリアルズ社製）上で、３７０ｎｍを中心波長とする紫外線蛍光灯を用いて、ポリエス
テルフィルム側から１００ｍＪ／ｃｍ2のバック露光を行い、透明画像担体を通して６０
００ｍＪ／ｃｍ2の画像露光を行った。このとき、露光強度をＵＶ照度計（オーク製作所
社製、「ＭＯ－２型」）でＵＶ－３５フィルターを用いて測定した。次いで、テトラクロ
ロエチレン／ｎ－ブタノール（体積比　３／１）の混合溶液を現像用液として、「ＡＦＰ
（登録商標）－１５００」（旭化成イーマテリアルズ社製）にて現像し、６０℃２時間乾
燥後、後露光を行って、３次元形状を有する印刷版１－１、印刷版１－２をそれぞれ得た
。
　使用した透明画像担体がネガ型であったため、凸部にインキが付着する凸版型の印刷版
を得た。
【００９１】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、感光性樹脂１及び２のいずれを用
いた場合であっても、表２に示す通り、５．９Ｎ／ｃｍ以上であった。
　また、得られたいずれの印刷版の接着剤層にゴミの付着はなく、良好な印刷版を得るこ
とができた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。
【００９２】
（実施例２）
（２－１）支持基材の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「タフプ
レン（登録商標）９１２」）３６質量部、スチレン－イソプレンコポリマー（クレイトン
ポリマージャパン社製、「ＫＲＡＴＯＮ（登録商標）Ｄ１１１２」）５３質量部、疎水処
理されたシリカ粒子（東ソー・シリカ社製、「Ｎｉｐｓｉｌ（登録商標）ＳＳ－５０Ｇ」
、平均粒子径　１．３μｍ）１３．５質量部、飽和共重合ポリエステル樹脂（東レ・ファ
インケミカル社製、「ケミット（登録商標）Ｋ１２９４」）３５質量部を、トルエン／メ
チルエチルケトン（体積比　１：１）の混合溶液４００質量部に分散させた。α、ω―ポ
リブタジエングリコール（日本曹達社製、「ＮＩＳＳＯ―ＰＢ（登録商標）Ｇ－１０００
」）６．７質量部、トリメチロールプロパン（１ｍｏｌ）のトリレンジイソシアネート（
３ｍｏｌ）付加物８．５質量部をさらに混合して溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間放置
し、支持基材２を得た。
（２－２）印刷版の調製
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　支持基材２を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
２－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版２－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版２－１及び２－２を得た。
【００９３】
　得られた印刷版において、接着力を測定すべく、強制的に剥離させようとしたが、感光
性樹脂１及び２のいずれを用いた場合であっても、表２に示す通り、感光性樹脂層は印刷
版から剥離しなかった。
　また、得られたいずれの印刷版の接着剤層にゴミの付着はなく、良好な印刷版を得るこ
とができた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。
【００９４】
（実施例３）
（３－１）支持基材の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「タフプ
レン（登録商標）Ａ」）３６質量部、疎水処理されていないシリカ粒子（富士シリシア社
製、「サイリシア３５０」、平均粒子径３．９μｍ）１３．５質量部、飽和ポリエステル
樹脂（日本合成化学工業社製、「ポリエスター（登録商標）ＴＰ２２０」）３５質量部を
、トルエン／メチルエチルケトン（体積比　１／１）の混合溶液４００質量部に分散させ
た。α、ω―ポリブタジエングリコール（日本曹達社製、商標「ＮＩＳＳＯ―ＰＢ（登録
商標）Ｇ－１０００」）６．７質量部、トリメチロールプロパン（１ｍｏｌ）のトリレン
ジイソシアネート（３ｍｏｌ）付加物８．５質量部をさらに混合して溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いてコロナ処理を施されたポリエステル
フィルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間
放置し、支持基材３を得た。
（３－２）印刷版の調製
　支持基材３を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
３－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版３－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版３－１及び３－２を得た。
【００９５】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、感光性樹脂１及び２のいずれを用
いた場合であっても、表２に示す通り、５．９Ｎ／ｃｍ以上であった。
　また、得られたいずれの印刷版の接着剤層にゴミの付着はなく、良好な印刷版を得るこ
とができた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。
【００９６】
（実施例４）
（４－１）接着剤層の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「アサフ
クレックス８１０」）３６質量部、疎水処理されたシリカ粒子（富士シリシア社製、「サ
イロホービック（登録商標）２００」）１３．５質量部、飽和共重合ポリエステル樹脂（
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東レ・ファインケミカル社製、「ケミット（登録商標）Ｋ１２９４」）３５質量部を、ト
ルエン／メチルエチルケトン（体積比　１／１）の混合溶液４００質量部に分散させた。
α、ω―ポリブタジエングリコール（日本曹達社製、「ＮＩＳＳＯ―ＰＢ（登録商標）Ｇ
－１０００」）６．７質量部、トリメチロールプロパン（１ｍｏｌ）のトリレンジイソシ
アネート（３ｍｏｌ）付加物８．５質量部をさらに混合して溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間放置
し、支持基材４を得た。
（４－２）印刷版の調製
　支持基材４を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
４－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版４－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版４－１及び４－２を得た。
【００９７】
　得られた印刷版において、接着力を測定すべく強制的に剥離させようとしたが、感光性
樹脂１及び２のいずれを用いた場合であっても、表２に示す通り、感光性樹脂層は印刷版
から剥離しなかった。
　また、得られたいずれの印刷版の接着剤層にゴミの付着はなく、良好な印刷版を得るこ
とができた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。
【００９８】
（実施例５）
（５－１）接着剤層の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「タフプ
レン（登録商標）９１２」）５５質量部、パラフィンオイル（平均炭素数３３、平均分子
量４７０、１５℃における密度０．８６８）２８質量部、１，９－ノナンジオールジアク
リレート２．５質量部、２，２－ジメトキシ－フェニルアセトフェノン１．５質量部、下
記式１で示されるモノマー３質量部、及び疎水処理されていないシリカ粒子（富士シリシ
ア社製、「サイリシア３５０」、平均粒子径３．９μｍ）１０質量部をトルエンに溶解さ
せ、固形分２５％溶液とした。
　この固形分２５％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２５μｍになるように塗布し、支持基材５を得た。
式１：
ＣＨ2＝ＣＨ－ＣＯ－Ｏ－ＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2－Ｏ－Ｃ6Ｈ5

（５－２）印刷版の調製
　支持基材５を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
５－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版５－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版５－１及び５－２を得た。
【００９９】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、感光性樹脂１及び２のいずれを用
いた場合であっても、表２に示す通り、５．９Ｎ／ｃｍ以上であった。
　また、得られたいずれの印刷版の接着剤層にゴミの付着はなく、良好な印刷版を得るこ
とができた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
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た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。
【０１００】
（比較例１）
（６－１）支持基材の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ製、「アサフク
レックス８１０」）４３質量部、飽和共重合ポリエステル樹脂（東レ・ファインケミカル
社製、「ケミット（登録商標）Ｋ１２９４」）４０質量部を、トルエン／メチルエチルケ
トン（体積比　１／１）の混合溶液４００質量部に分散させた。α、ω―ポリブタジエン
グリコール（日本曹達社製、「ＮＩＳＳＯ―ＰＢ（登録商標）Ｇ－１０００」）７質量部
、トリメチロールプロパン（１ｍｏｌ）のトリレンジイソシアネート（３ｍｏｌ）付加物
１０質量部をさらに混合して溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間放置
し、支持基材６を得た。
（６－２）印刷版の調製
　支持基材６を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
６－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版６－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版６－１及び６－２を得た。
【０１０１】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、表２に示す通り、感光性樹脂１及
び２のいずれを用いた場合であっても、５．９Ｎ／ｃｍ未満であった。
　また、得られた印刷版の接着剤層に０．１ｍｍ×３ｍｍの繊維状のゴミが印刷版６－１
に３個、印刷版６－２に２個付着していることが分かり、その部分は感光性樹脂において
凹み部分となっていた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなかったが、更に印刷が終了して両面テープで固
定された印刷版を版胴から取り外すために、硬化樹脂層部分を持って引き剥がそうとした
ところ、感光性樹脂がポリエステルフィルムから剥離したため、次の印刷には使用できな
かった。また、接着剤層にゴミが付着した部分に着目して印刷物を観察したところ、凹み
部分が印刷され、良好な印刷物を得ることができなかった。
【０１０２】
（比較例２）
（７－１）支持基材の調製
　接着剤層として、疎水処理されたシリカ粒子（東ソー・シリカ社製、「Ｎｉｐｓｉｌ（
登録商標）ＳＳ－５０Ｇ」）１３．５質量部、飽和共重合ポリエステル樹脂（東レ・ファ
インケミカル社製、「ケミット（登録商標）Ｋ１２９４」）７１質量部を、トルエン／メ
チルエチルケトン（体積比　１／１）の混合溶液４００質量部に分散させた。α、ω―ポ
リブタジエングリコール（日本曹達製、「ＮＩＳＳＯ―ＰＢ（登録商標）Ｇ－１０００」
）を６．７質量部、トリメチロールプロパン（１ｍｏｌ）のトリレンジイソシアネート（
３ｍｏｌ）付加物８．８質量部をさらに混合して溶解させた。
　この固形分２０％溶液を、ナイフコーターを用いて下引き層を有するポリエステルフィ
ルムに厚さ２０μｍとなるように塗布し、接着剤層とし、４０℃の条件下で７２時間放置
し、支持基材７を得た。
（７－２）印刷版の調製
　支持基材７を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
７－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版７－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版７－１及び７－２を得た。
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【０１０３】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、感光性樹脂１及び２のいずれを用
いた場合であっても、表２に示す通り、５．９Ｎ／ｃｍ未満であった。
　得られた印刷版の接着剤層にゴミの付着はなかった。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなかったが、更に印刷が終了して両面テープで固
定された印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとし
たところ、感光性樹脂層がポリエステルフィルムから剥離したため、次の印刷には使用で
きなかった。
【０１０４】
（比較例３）
（８－１）接着剤層の調製
　接着剤層として、スチレン－ブタジエンコポリマー（旭化成ケミカルズ社製、「タフプ
レン９１２」）５５質量部、パラフィンオイル（平均炭素数３３、平均分子量４７０、１
５℃における密度０．８６８）３８質量部、１，９－ノナンジオールジアクリレート２．
５質量部、２，２－ジメトキシ－フェニルアセトフェノン１．５質量部、及び上記式１で
示されるモノマー３質量部をトルエンに溶解させ、固形分２５％溶液とした。
　ナイフコーターを用いて、（１－２）で用いたポリエステルフィルムに厚さ２５μｍに
なるように塗布し、支持基材８を得た。
（８－２）印刷版の調製
　支持基材８を用いた以外は実施例１と同様な方法で、感光性樹脂１を積層した印刷原版
８－１、感光性樹脂２を積層した印刷原版８－２を得た。
　続いて、実施例１と同様な方法で、印刷版８－１、印刷版８－２を得た。
【０１０５】



(23) JP 6000576 B2 2016.9.28

10

20

30

【表１】

【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
　得られた印刷版において、接着力を測定したところ、表２に示す通り、感光性樹脂１及
び２のいずれを用いた場合であっても、５．９Ｎ／ｃｍ以上であった。
　また、得られた印刷版の接着剤層に０．１ｍｍ×３ｍｍの繊維状のゴミが、印刷版８－
１に４個、印刷版８－２に４個付着していることが分かり、その部分は感光性樹脂におい
て凹み部分となっていた。
　得られた印刷版を用いて、酢酸エステルを約２５体積％含むインキを用いて、ポリエチ
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レンフィルム上への印刷を行ったところ、版胴と圧胴の煎断応力により、ポリエステルフ
ィルムと感光性樹脂層が剥離することもなく、更に印刷が終了して両面テープで固定され
た印刷版を版胴から取り外すために、感光性樹脂層部分を持って引き剥がそうとして、感
光性樹脂層に大きな力が加わった場合でも、感光性樹脂層は、ポリエステルフィルムとし
っかりと密着していて、印刷版は破損しなかった。しかしながら、接着剤層にゴミが付着
した部分に着目して印刷物を観察したところ、凹み部分が印刷され、良好な印刷物を得る
ことができなかった。
【産業上の利用可能性】
【０１０８】
　本発明の印刷原版は、ポリエステルフィルムと感光性樹脂層とが強固に接着し、また、
接着剤層にゴミの付着を抑止することができるため、フレキソ印刷において有効に利用す
ることができる。
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